
 

２ 

問１ 次のうち、「集団的労働関係法」に分類される法律の組合せとして正しいものを

ひとつ選びなさい。 

１ 労働基準法・労働契約法 

② 労働組合法・労働関係調整法 

３ 最低賃金法・労働安全衛生法 

４ 労働契約法・労働組合法 

 

問２ 労基法上と労組法上の労働者の概念について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 労基法上と労組法上の労働者の定義は全く同一であり、保護の対象となる範囲

に違いはない。 

２ 労基法上の労働者は、使用者の指揮命令下で労務を提供し、賃金を支払われる

者とされ、労組法上の労働者よりも範囲が広い。 

③ 労組法上の労働者は、賃金その他これに準ずる収入によって生活する者と広く

定義され、失業者やプロ野球選手も含まれるため、労基法上の労働者よりも範囲

が広い。 

４ フリーランスやプラットフォームワーカーは、契約形態が業務委託であるため、

労基法上も労組法上も、労働者には該当しない。 

 

問３ 労基法上の過半数代表者の選出方法や役割について、誤っているものをひとつ

選びなさい。 

１ 過半数代表者は、事業場の労働者の過半数で組織する労働組合がない場合に、

時間外労働・休日労働に関する協定（36協定）などを締結する役割を担う。 

２ 過半数代表者の選出は、使用者の意向に基づかずに、投票や挙手などの民主的

な手続によって行われる必要がある。 

③ 労基法上の管理監督者であっても、過半数代表者に選出することができる。 

４ 使用者は、過半数代表者が労基法に規定する協定等に関する事務を円滑に遂行

できるよう、必要な配慮を行わなければならない。 

 

問４ 労使紛争の解決手続について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 都道府県労働局のあっせん手続で示されるあっせん案は、労使双方に対して法

的拘束力を有する。 

２ 都道府県労働局のあっせん手続には、労使双方とも必ず参加しなければならな

い。 

③ 労働審判手続には、裁判官だけでなく、労働関係の専門的な知識経験を有する

労働審判員も関与する。 

４ 労働審判手続で下された審判に対しては、労使双方とも異議申立てをすること

ができない。  



 

３ 

問５ 人事異動について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 使用者は、労働者の就業場所の変更にあたって、子の養育又は家族の介護の状

況に配慮する義務を負う。 

２ 出向には、事実上復帰が予定されていないものもあるが、それでも、出向元会

社との労働契約関係が存続するものである限り、転籍と同視することはできない。 

③ 労働者は、個別に同意しない限り、使用者による配転命令に応じる義務を負わ

ないとするのが判例の立場である。 

４ 転籍を命じるには労働者本人の個別の同意が必要であり、使用者は一方的に転

籍を命じることはできない。 

 

問６ 懲戒について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 労働者の私生活上の非行は、使用者の業務に直接関係する場合や、使用者の社

会的評価が低下したといえる場合には、懲戒処分の対象となりうる。 

２ 使用者は、周知された就業規則に懲戒処分の種類や懲戒事由を定めてある場合

にのみ、懲戒処分をすることができる。 

３ 降格には、人事権の行使として行われる場合と、懲戒処分として行われる場合

がある。 

④ 使用者が労働者に対して懲戒解雇をしたが、その後、当該懲戒解雇をした時点

では認識していなかった非違行為が判明した場合、その非違行為を当該懲戒解雇

の理由とすることができる。 

 

問７ 労働契約の明示義務について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 労働契約の締結時又は有期労働契約の更新時に、配置転換によって変更される

可能性のある就業場所と業務の範囲を明示する必要がある。 

２ 労働契約の締結時又は有期労働契約の更新時に、契約の更新に上限があるかど

うか、ある場合はその上限（通算契約期間や更新回数）を明示する必要がある。 

３ 無期転換申込権が発生している有期契約労働者に対しては、契約の更新ごとに、

無期転換を申し込むことができることや、無期転換後の労働条件を明示する必要

がある。 

④ 労働条件の明示は、電子メールやSNSなどによることは許されず、「労働条件通

知書」などの書面の交付による必要がある。 

 

問８ 就業規則の効力について、誤っているものをすべて選びなさい。 

１ 就業規則が定める労働条件は、法令に反してはならない。 

２ 就業規則の定めが労働契約の内容となるためには、合理的な労働条件が定めら

れており、労働者に周知されている必要がある。 

③ 労働契約締結時に労働者が就業規則の内容を詳しく理解していない場合には、

就業規則を周知しているとは認められない。 

④ 労働契約で定められた労働条件が就業規則の基準を下回る場合、その労働契約

全体が無効となる。  



 

４ 

問９ 労使の個別合意による労働条件の決定・変更について、正しいものをひとつ選

びなさい。 

① 労契法は、使用者に対し、労働者に提示する労働条件及び労働契約の内容につ

いての労働者の理解を深めるようにするものとしている。 

２ 労働条件を変更するとき、その内容が書面上で合意されていれば、当然に効力

が認められる。 

３ 労働契約の内容である労働条件について、使用者が労働者に明示することまで

は義務付けられてはいない。 

４ 募集・求人時に示されていた労働条件について、労働契約締結時に内容が変わ

った場合、そうした変更について使用者が労働者にわざわざ明示する必要はない。 

 

問10 労働協約による労働条件の決定・変更について、誤っているものをひとつ選び

なさい。 

１ 判例は、組合員にとって有利になる場合だけでなく、不利になる場合であって

も労働条件変更の効力が生じることを認めている。 

② 労働協約による労働条件の変更は、原則として、当該労働協約を締結した労働

組合がある事業所のすべての労働者に適用される。 

３ 労働協約による労働条件の変更とは、使用者と労働組合が団体交渉を行い、労

働協約を締結することを通じて労働条件を変更するという方法である。 

４ 判例は、拡張適用による労働条件の不利益変更は、他の労働組合に加入してい

る労働者には効力が及ばないとしている。 

 

問11 就業規則による労働条件の不利益変更について、正しいものをひとつ選びなさ

い。 

１ 就業規則による労働条件の不利益変更が行われるときは、使用者の合理的な経

営判断が尊重され、その合理性の判断に係る不利益変更の必要性の評価にあたっ

ては、不利益変更の高度な必要性まで求められることはない。 

② 個別の労働者と使用者との間で、就業規則による変更の対象としない旨の特別

な合意がされていた労働条件については、その労働条件に関する就業規則の不利

益変更の効果は及ばない。 

３ 就業規則の不利益変更の合理性を判断するにあたっては、専ら、不利益変更が

なされた労働条件の合理性のみが考慮要素となり、他の労働条件をめぐる状況が

考慮されることはない。 

４ 就業規則の不利益変更に際して求められる、変更後の就業規則の「周知」とは、

不利益変更の対象となる労働者が、その内容を現に知っていることをいう。 



 

５ 

問12 次のうち、会社が労基法26条の休業手当を支払わなければならない事態に該当

するものをひとつ選びなさい。 

① 会社が原料を発注している取引先から原料が届かず、工場の操業を一時的に止

めざるを得なくなり、労働者が働けなかった。 

２ 大型の台風が来て電車やバスがすべて止まってしまい、労働者が出勤できず、

働けなかった。 

３ 大地震で工場が倒壊して操業できなくなり、労働者が働けなかった。 

４ 労働者が前日に友人と深酒をしてしまい、帰宅途中に転倒して腕を骨折した。

出勤しようとしたが、家族に止められて出発できず、働けなかった。 

 

問13 賃金について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 労働者と使用者との間で、欠勤・遅刻・早退等の場合においても賃金控除を行

わない「完全月給制」を合意したとしても、ノーワーク・ノーペイの原則により

無効である。 

② 会社に外勤を命じられたにもかかわらず、これを拒否して内勤したとしても、

「債務の本旨に従った」労働とはいえないので、賃金は発生しない。 

３ 会社を無断欠勤した場合であっても、事後に連絡していれば、賃金は発生する。 

４ 使用者が行った解雇が無効であった場合でも、解雇期間中に労働者が現実に労

務を提供していない以上、賃金は発生しない。 

 

問14 労基法上の割増賃金について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 午後10時から午前5時までビル警備の仕事に就いた労働者については、割増賃

金は発生しない。 

② 所定労働時間が5時間の労働者が、上司の命令で1時間残業した場合、割増賃金

は発生しない。 

３ 法定労働時間と時間外労働時間の賃金を一括して固定額で支払う場合、法定労

働時間に対応する賃金額と時間外労働時間に対応する賃金額が判別できなかっ

たとしても、割増賃金の支払方法として適法である。 

４ 時間外労働に対しては必ず割増賃金を支払わなければならず、代替休暇などの

方法は一切認められていない。 

 

問15 退職金について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 使用者が退職金規程を設けていない場合でも、労働者には在籍年数に応じて当

然に退職金を請求する権利がある。 

２ 使用者が退職金規程を設けている場合でも、労働契約において退職金の定めが

なければ、使用者には退職金の支払義務はない。 

３ 使用者が労働者を懲戒解雇した場合には、退職金規程の内容にかかわらず、退

職金の支払義務はない。 

④ 退職金規程において、退職事由に応じて支給する退職金に差異を設けることも

許される。  



 

６ 

問16 労働時間に関する判例の立場についての学生らの会話を読んで、誤った発言を

している学生の組合せをひとつ選びなさい。 

学生Ａ 判例は、労働時間とは、労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間を

いう、とする立場に立っているよ。 

学生Ｂ 判例の立場からすると、ビル警備員の仮眠時間については、いかなる場合も

労働時間と扱われることはないよ。 

学生Ｃ 判例は、労働時間に該当するかどうかは使用者と労働者との間の合意で決ま

るという立場だよ。 

学生Ｄ 判例は、所定労働時間外に事業所内において行う業務の準備行為について、

それが使用者から義務付けられ、またはこれを余儀なくされたものであるとき

は、当該行為に要した時間は労働時間に該当するという立場だよ。 

１ 学生A・学生B 

② 学生B・学生C 

３ 学生C・学生D 

４ 学生D・学生A 

 

問17 休憩時間についての学生らの議論を読んで、学生の発言のうち、誤っているも

のをひとつ選びなさい。 

学生Ａ 使用者は、労働者に対して、労働時間が6時間を超える場合には少なくとも45

分、8時間を超える場合には少なくとも1時間の休憩時間を付与する義務がある

よ。 

学生Ｂ そうだね。だから、時間外労働により1日の労働時間が延長されて8時間を超

えてしまう場合には、延長時間終了前に合計1時間の休憩時間を付与しなけれ

ばいけないよ。 

学生Ｃ ところで、休憩時間は労働から完全に解放された時間をいうので、休憩時間

をどのように利用するかも労働者の自由であるのが原則だよ。だから、使用者

は正当な理由もないのに休憩時間の利用の在り方について介入することはでき

ないよ。 

学生Ｄ 使用者は労働者が同僚に気兼ねなくリフレッシュできるようにするため、休

憩を一斉に付与する義務があるよ。特に日本では同僚に気兼ねする人が多いの

で、労働者が労働から完全に解放されることを保障する上で一斉休憩は重要な

ルールであり、例外は認められないよ。 

１ 学生Aの発言 

２ 学生Bの発言 

３ 学生Cの発言 

④ 学生Dの発言  



 

７ 

問18 年次有給休暇（年休）について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 労働者が2週間以上の長期連続の年休を取得する場合、使用者の許可が必要で

ある。 

２ 使用者は、事業場の過半数代表の同意を得ない限り、時季変更権を行使するこ

とはできない。 

③ 年休は自由に利用できるのが原則であるが、他の労働者の年休取得との調整の

ために、使用者が労働者に年休の使途を聞いても違法とはいえない。 

４ 使用者は、労働者に付与された年休をすべて取得させなければならない。 

 

問19 妊娠・出産・育児について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 妊娠中や出産後の女性が、健康診断などを受け、医師から指示された場合は、

使用者は勤務時間の変更などの対応をしなければならない。 

② 3歳に満たない子を養育する労働者に対しては、申し出の有無にかかわらず、所

定労働時間を超えて労働させてはならない。 

３ 正社員だけでなく、契約期間の定めのある労働者であっても、一定の要件を満

たしていれば育児休業を取得することができる。 

４ 妊娠・出産等の事由を契機として不利益取扱いが行われた場合は、原則として、

妊娠・出産したことを理由とした不利益取扱いとして扱われる。 

 

問20 労働安全衛生について、正しいものをひとつ選びなさい。 

① 労安衛法は、建設請負現場における元方事業者に対し、安全衛生上の措置を講

じるよう義務づけている。 

２ 雇用する労働者が常時5人未満の個人経営の農業に対しては、労安衛法は適用

されない。 

３ 労安衛法は、罰則を背景とした最低基準の履行確保のみを行い、事業主の自主

的活動の促進を図るものではない。 

４ 労安衛法違反に対する行政監督は、行政指導のみをもって行われており、使用

停止を命じる行政権限までは認められていない。  



 

８ 

問21 事例を読んで、労災保険について、正しいものをひとつ選びなさい。 

事例 Yさんは、飲食店を開業するため会社を設立し、正社員としてAさんを雇用し、

開業当初の手伝いのため、3か月間の契約でアルバイトとしてBさんを雇いまし

た。 

１ Aさんは、自宅から会社までの通勤経路から外れてスーパーに立ち寄り、買物中

に転倒してけがをしたが、これは通勤災害であり、労災保険給付を受けることが

できる。 

２ Bさんは、開店前の準備作業として皿洗いでけがをしたが、勤続3か月未満のア

ルバイトなので、労災保険給付を受けることができない。 

③ Yさんは、会社の経営者であるが、自らの意思で労災保険に特別加入することが

できる。 

４ Yさんが労災保険の保険料を滞納していた場合は、Aさんが料理の仕込みの時に

けがをしたとしても、労災保険給付を受けることができない。 

 

問22 過労死（脳心臓疾患）の労災認定基準に関する次の文章を読んで、空欄(A)・(B)

にあてはまる語句の組合せとして正しいものをひとつ選びなさい。 

脳・心臓疾患に関する労災認定基準では、脳・心臓疾患の発症に影響を及ぼす就

労の蓄積をみるにあたって、①発症前１か月の残業時間が (A) 時間を超えるか、

②発症前２～６か月間の残業時間が月平均 (B) 時間を超えるような場合には過重

負荷があったものとしています。 

１ (A)80・(B)45  

２ (A)80・(B)60 

③ (A)100・(B)80 

４ (A)100・(B)100 

 

問23 有期労働契約について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 有期労働契約の契約期間の上限は、原則として3年以内とされている。 

２ 使用者は、有期労働契約の期間を不当に短く設定し、それを繰り返し更新する

ことがないよう配慮しなければならない。 

③ 有期労働契約では、契約期間が満了した後に労働者をそのまま働かせても、契

約更新の手続をしなければ契約が終了する。 

４ 有期労働契約を結ぶ理由については、基本的に法律で制限されていない。 



 

９ 

問24 パート有期法について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ パート有期法は、パートタイム労働者（短時間労働者）と有期雇用労働者に適

用される法律であり、アルバイトや臨時社員には適用されない。 

② パート有期法が定める均等待遇は、正社員と同じ職務内容・配置変更範囲で働

く場合に適用される。 

３ パート有期法が定める均衡待遇は、基本給・諸手当などの総額を比較して合理

性を判断する。 

４ 使用者は、パート有期労働者から求められても、正社員との待遇の違いについ

て説明する必要はない。 

 

問25 次のうち、パート有期法において、使用者が負わない義務をひとつ選びなさい。 

１ パート有期労働者の雇入れ時に、労働条件を文書で明示する義務 

２ 正社員との均衡を考慮しつつ、パート有期労働者の就業の実態に関する諸事情

を踏まえて、賃金を決定するよう努める義務 

３ 既存の就業規則にパート有期労働者に関する事項を追加する場合に、パート有

期労働者の過半数代表の意見を聴くよう努める義務 

④ パート有期労働者を必ず正社員に登用する義務 

 

問26 労働者派遣について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 派遣労働者は、派遣先企業から指揮命令を受けてはならない。 

２ 派遣先企業が派遣労働者を同じ部署で受け入れることができる期間は、原則と

して1年までである。 

③ 派遣先企業には、派遣労働者に対して教育訓練を実施し、休憩室などの福利厚

生施設を利用する機会を提供する義務がある。 

４ 派遣元企業は、派遣契約が終了したことだけを理由に、派遣労働者を解雇する

ことができる。 

 

問27 不当な拘束の禁止について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 労働契約の中で、労働契約の不履行について違約金を定めたとしても、その定

めは労基法に違反するため効力を生じない。 

② 使用者が労働者に金銭の貸付をすることは禁止されているため、たとえ労働者

からの申し出があったとしても、使用者が労働者に金銭を貸し付けることはでき

ない。 

３ 強制労働は、労基法で明確に禁止されている。 

４ 使用者は、労働者に対し、あらかじめ具体的な額の賠償金を支払う約束をさせ

てはならない。  
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問28 次の行為のうち、パワー・ハラスメントに当たる可能性が高いものをすべて選

びなさい。 

１ 顧客との会合に遅刻してきた部下に対して「お客様をお待たせして申し訳ない

と思わないのか？」と個別に注意した。 

② 会社が経費を負担する慰安旅行の募集参加用紙を、顧客からクレームを受けた

部下にだけ配布しなかった。 

③ トラックの運転手として採用された従業員に、駐車場の草むしりだけをするよ

うに命じて、運転業務に就かせなかった。 

④ 職場全員が参加する朝礼で、入社1年目の新入社員の失敗を毎日公表し、「今年

の新人はハズレだ」と怒鳴った。 

 

問29 セクシュアル・ハラスメントについて、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 違法なセクシュアル・ハラスメントの責任追及は、加害者だけでなく、加害者

を雇用する使用者にも及ぶ場合がある。 

２ セクシュアル・ハラスメントのタイプとして、対価型と環境型が挙げられる。 

３ セクシュアル・ハラスメントは、男性から女性に対する言動だけでなく、女性

から女性に対する言動も問題となる。 

④ 使用者は、セクハラ防止措置義務として、職場におけるセクハラに対する方針

を明確にして、労働者に対して周知・啓発をしていれば、労働者からの相談に対

応できるような体制を整備する必要はない。 

 

問30 雇用平等に関する次の文章を読んで、下線部(A)から(D)までのうち、誤ってい

るものをひとつ選びなさい。 

労基法は、使用者が、(A)国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時

間その他の労働条件において、労働者を差別することを禁止しています。例えば、

(B)同じ仕事を担当する外国籍の労働者の時給を、外国籍であることを理由として

日本国籍の労働者よりも低く設定することは、労基法違反に該当します。また、(C)

「社会的身分」には、パートタイマーや有期雇用という地位も含まれると解されて

います。 

労基法は、「賃金、労働時間その他の労働条件」について労働者を差別的に取り扱

うことを禁止しています。ただし、(D)判例では、「賃金、労働時間その他の労働条

件」に「採用」は含まれないと解されています。 

１ 下線部(A) 

２ 下線部(B) 

③ 下線部(C) 

４ 下線部(D)  
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問31 事例を読んで、XY間の労働契約終了の効果について、正しいものをひとつ選び

なさい。ただし、日付は全て平日であるものとします。 

事例 Y社に無期契約の正社員として雇用され、SEとして稼働していたXは、はるかに

賃金条件のよい同業他社に転職することが決まったので、11月10日、社長に本日

退職する旨記載した辞職届を提出しました。しかし、社長は、Xが優秀でY社に必

要な人材と考えていたため、「頼むから辞めないでほしい。これは受け取らなかっ

たことにする。」と言って、辞職届を破り捨ててしまいました。 

   なお、Y社の就業規則では、賃金は毎月末日締め翌月10日払いと定められてお

り、また、従業員が退職する場合の手続に関する定めは設けられていません。 

１ Xは、退職できない。 

２ Xは、11月10日に退職したこととなる。 

③ Xは、11月24日に退職したこととなる。 

４ Xは、11月末日に退職したこととなる。 

 

問32 退職勧奨について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 退職勧奨は、労働契約の合意解約に向けた使用者による申込みの誘引であり、

労働者はこれに応じる法的な義務はない。 

２ 労働者が退職勧奨を拒否しているにもかかわらず、使用者が長時間にわたり執

拗に説得を続けた場合、その態様によっては使用者に損害賠償責任が生じうる。 

３ 退職勧奨の際に、使用者が「応じなければ懲戒解雇になる」と虚偽の事実を告

げたことで労働者が退職届を提出した場合、その意思表示は錯誤を理由に取り消

される可能性がある。 

④ 労働者が自発的に退職勧奨に応じた場合であっても、解雇権濫用法理が類推適

用される。 

 

問33 整理解雇の4要件（要素）について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 整理解雇を行う一方で大量に新規採用をしているような場合には、人員削減の

必要性がないと判断されることがある。 

２ 使用者は、解雇を回避するため、配置転換や希望退職の募集など、可能な限り

の努力を尽くすことが求められる。 

３ 誰を解雇対象とするかの基準は、使用者が主観的・恣意的に決めるのではなく、

客観的な基準の適用が公正に行われる必要がある。 

④ 労働協約において解雇に関する協議条項がない場合には、使用者が労働組合や

労働者に対して説明や協議を行う信義則上の義務を負うことはない。 
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問34 有期労働契約の無期転換ルールについて、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 同一の使用者との間での通算契約期間が5年を超えた場合、労働者が申し込む

ことにより、現在締結中の有期労働契約が無期転換される。 

２ 無期転換後の労働条件は、労働協約や就業規則などで別段の定めがない限り、

いわゆる正社員と同一の条件となる。 

③ ある有期労働契約と次の契約の間に6か月の空白期間がある場合、通算契約期

間のカウントがリセットされる。 

４ 使用者は、有期契約労働者を最初に雇い入れた時に限り、当該労働者に無期転

換申込権を放棄させることができる。 

 

問35 労働組合について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 労働組合を結成するためには、あらかじめ行政の許可を得る必要がある。 

② 労働組合は、労働者が使用者から独立して自主的に組織する団体でなければな

らない。 

３ 労働組合は、労働条件の維持改善以外の活動が禁止されている。 

４ 労働組合は、構成員が5名以上でなければならない。 

 

問36 次の使用者の行為のうち、不当労働行為に当たらないものをひとつ選びなさい。 

１ 使用者が、組合員数が少ない労働組合からの団交申入れを拒否する。 

２ 使用者が、業務上の必要性もないのに、組合委員長を他の会社に出向させる。 

③ 使用者が、経営者の集まりで労働組合を嫌いだと発言する。 

４ 使用者が、雇用している労働者に対して労働組合に加入しないよう呼びかける。 

 

問37 団体交渉について、正しいものをひとつ選びなさい。 

① 団交権の保障とは、使用者に団交の応諾が義務付けられていることである。 

２ 団交拒否の救済は、労働委員会に限定され、裁判所を利用することはできない。 

３ 使用者は、労働組合との団体交渉においては、労働組合の要求にある程度譲歩

することが義務付けられている。 

４ 団体交渉においては、労働者個人の人事などに関する交渉は使用者に義務付け

られていない。 

 

問38 健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格について、誤っているものをひとつ

選びなさい。 

１ 適用事業所に使用されるに至った日に、被保険者資格を取得する。 

② 適用事業所に使用されなくなった日に、被保険者資格を喪失する。 

３ 被保険者は、いつでも被保険者資格の取得・得喪に関する確認を保険者に請求

することができる。 

４ 被保険者資格の取得・喪失については、厚生労働大臣ないし健康保険組合の確

認により、その効力が発生する。  
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問39 傷病手当金について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 傷病手当金は、療養のため労務に服することができなくなった日から起算して

3日を経過したときから支給される。 

② 傷病手当金の支給期間は、起算日から6か月間である。 

３ 傷病手当金は、療養のため労務に服することができず、報酬が支払われていな

い場合、標準報酬日額の3分の2に相当する金額が支給される。 

４ 傷病手当金は、療養のため労務に服することができないものの、報酬の一部が

支払われている場合、その金額と標準報酬日額の3分の2相当額との差額が支払わ

れる。 

 

問40 保険給付について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 療養の給付は、診察、処置・手術その他の診療、病院等への入院、療養に伴う

看護として提供される。 

２ 高額療養費は、一部負担金が上限額を超えた場合に、その上限額を超えた額を

支給する給付である。 

③ 雇用保険の基本手当は、被保険者期間の長短に関わりなく一律の日数で支給さ

れる。 

４ 遺族厚生年金及び遺族基礎年金は、私傷病により労働者が死亡した場合に、そ

の遺族に対して支給される給付である。 


